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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第101期
第３四半期
連結累計期間

第102期
第３四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 57,082 57,708 74,979

経常利益 (百万円) 15,347 14,322 18,222

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 10,934 10,246 13,405

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 12,256 10,930 16,532

純資産額 (百万円) 131,983 139,692 136,257

総資産額 (百万円) 160,627 167,677 163,332

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 282.69 269.41 347.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 82.2 83.0 83.4
 

 

回次
第101期
第３四半期
連結会計期間

第102期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 96.56 93.20
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３　当社は株式給付信託(BBT)を導入しております。株主資本において自己株式として計上している信託が保有

する当社株式は、１株当たり四半期(当期)純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株

式に含めております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な連結子会社の異動は、次のとおりであります。

 
 (薬業)

当第３四半期連結会計期間において、ARTham Therapeutics株式会社を買収したことに伴い、連結子会社にしてお

ります。

 (不動産事業)

連結子会社の異動はありません。

 
この結果、2021年12月31日現在では、当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されることとなりまし

た。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、増収減益となりました。

売上高は57,708百万円(対前年同四半期比1.1％増)であり、薬価改定の影響があったものの、新製品の寄与及び

新型コロナウイルス感染症拡大による医療機関への受診抑制等の反動などにより増収となりました。

利益面では、主に販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は13,889百万円(対前年同四半期比7.1％減)、

経常利益は14,322百万円(対前年同四半期比6.7％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は10,246百万円(対前年

同四半期比6.3％減)となりました。販売費及び一般管理費が増加した主たる要因は、研究開発費が対前年同四半期

比24.1％増加し、6,035百万円となったためであります。

なお、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しております。前年同四半期比較は基準の異なる算定方法に基づいた数値を用いております。詳細につ

きましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　(会計方針の変更)」に記載しておりま

す。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①薬業

医薬品・医療機器につきましては、爪白癬治療剤「クレナフィン」の売上は減収であったものの、原発性腋窩

多汗症治療剤「エクロック」、関節機能改善剤「アルツ」、ジェネリック医薬品等の売上増加などにより増収と

なりました。増収の要因としましては、新製品の寄与及び新型コロナウイルス感染症拡大による医療機関への受

診抑制の反動などがあげられます。

農業薬品につきましては増収となりました。

この結果、売上高は55,906百万円(対前年同四半期比1.1％増)、セグメント利益(営業利益)は12,891百万円(対

前年同四半期比7.2％減)となりました。

なお、海外売上高は4,129百万円(対前年同四半期比22.4％増)となりました。

②不動産事業

不動産事業の主たる収入は文京グリーンコート関連の賃貸料であります。売上高は1,802百万円(対前年同四半

期比1.7％増)となりましたが、セグメント利益(営業利益)は、関西支店建て替えに伴う費用が発生したことから

998百万円(対前年同四半期比4.9％減)となりました。

 
＜新型コロナウイルス感染症の拡大への当社グループの対応及び事業・業績への影響＞

新型コロナウイルス感染症が世界中に拡大する中、当社グループは、高品質な医薬品を安定的に供給すること

を社会的使命と考えております。取引先企業とも連携し、安定供給は維持されており、現時点においても当社医

薬品の生産及び医療機関への供給体制に支障を来すような事態は生じておりません。今後も社員の感染予防・健

康管理などを徹底し、感染拡大防止に配慮したうえで安定供給に向けて最善を尽くしてまいります。

当社グループの取り組みに関わらず、新型コロナウイルス感染症による影響が当社の想定を超えて深刻化、長

期化した場合には、医薬品の供給体制や研究開発活動にも影響が生じたり、それらが繰り返される可能性があり

ます。また、新型コロナウイルス感染症の流行拡大が減速又は収束した場合であっても、当社グループの事業活

動、財政状態及び経営成績に対して、一定期間継続して影響を及ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

科研製薬株式会社(E00935)

四半期報告書

 3/20



 

（実施している感染防止対策）

新型コロナウイルス対応本部を設置し、フレックスタイム制度や時差出勤、在宅勤務、発熱(37度以上が目

安)等があった場合の出勤自粛等の感染症対策を講じております。また、医薬情報担当者(ＭＲ)等の情報提供

活動に関しましては、デジタルツール等も活用し、医療関係者のニーズに合わせて実施しております。なお、

医療機関に訪問する際は、十分な感染防止対策を講じております。

（業績への影響）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う医療機関への受診抑制などにより、当社グループの業績に影響が生じ

ており、今後も継続して影響が生じることを想定しております。

（研究開発活動への影響）

患者さんや治験実施医療機関の安全性確保と負担軽減を最優先して治験を実施しております。一部の医療機

関においては治験業務の遅延等が発生しておりますが、現時点でスケジュールに大きな遅延はありません。

 
以上のように、当社グループの事業活動・業績が新型コロナウイルス感染症拡大により影響を受けております

が、今後もフレックスタイム制度や時差出勤、在宅勤務、ＩＣＴ(情報通信技術)を活用したリモートワーク環境

の整備・拡充を積極的に行うことによって、働き方改革を推進し、生産性の向上に取り組んでまいります。

 
(2) 財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は167,677百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,345百万円の増

加となりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産の増加によるものであります。

負債は27,984百万円となり、前連結会計年度末に比べ909百万円の増加となりました。これは主に、流動負債

「その他」(営業外電子記録債務)の増加によるものであります。

また、純資産は139,692百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,435百万円の増加となりました。これは主に、

利益剰余金の増加によるものであります。

自己資本比率は、83.0％(前連結会計年度末83.4％)となりました。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

又は新たに生じた課題はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は6,035百万円であります。

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更は、次のとおりであります。

「薬業」において、当第３四半期連結累計期間に当社の連結子会社となったARTham Therapeutics株式会社が、

難治性脈管奇形治療剤(ART-001)及び水疱性類天疱瘡治療剤(ART-648)のフェーズⅡを実施中であります。

 
(5) 主要な設備

新設、除却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は、次のとおりであります。

提出会社

事業所名
 (所在地)

セグメント
の名称

区分 設備の内容 完了年月

関西支店
(大阪府大阪市
中央区)

薬業
不動産事業

建替
支店社屋及び
賃貸建物等

2021年
４月

 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2021年11月29日開催の取締役会において、ARTham Therapeutics株式会社を買収することを決議し、2021年

11月30日に、同社のすべての株主及び新株予約権者と株式譲渡契約書等を締結いたしました。

また、当該契約に基づき、2021年12月13日付で同社の株式53.3％を取得し、連結子会社といたしました。

なお、詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　(企業結合等関係)」に記

載しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 193,000,000

計 193,000,000
 

 

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 45,939,730 45,939,730
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 45,939,730 45,939,730 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年12月31日 ― 45,939,730 ― 23,853 ― 11,406
 

 

(5) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

8,082,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

377,521 ―
37,752,100

単元未満株式
普通株式

― 一単元(100株)未満の株式
105,230

発行済株式総数 45,939,730 ― ―

総株主の議決権 ― 377,521 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,500株含まれて

おります。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数55個が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式給付信託(BBT)の信託財産として、株式会社日本カス

トディ銀行(信託E口)が保有する当社株式38,500株(議決権の数385個)が含まれております。

なお、当該議決権の数385個は、議決権不行使となっております。

 
② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
科研製薬株式会社

東京都文京区本駒込
２－28－８

8,082,400 ― 8,082,400 17.59

計 ― 8,082,400 ― 8,082,400 17.59
 

(注) １　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が500株あります。

なお、当該株式数は上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれておりま

す。

２　株式給付信託(BBT)の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式38,500株

は、上記自己株式等に含まれておりません。

なお、当該株式は、四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、アーク有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 63,706 53,363

  受取手形及び売掛金 20,549 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － ※1  26,737

  有価証券 13,599 13,599

  商品及び製品 5,700 6,290

  仕掛品 3,126 3,489

  原材料及び貯蔵品 6,371 7,140

  その他 608 898

  貸倒引当金 △0 －

  流動資産合計 113,662 111,519

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 16,080 16,830

   その他（純額） 8,939 8,874

   有形固定資産合計 25,020 25,704

  無形固定資産   

   のれん － 5,388

   その他 625 632

   無形固定資産合計 625 6,020

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,368 18,268

   その他 6,656 6,163

   投資その他の資産合計 24,024 24,432

  固定資産合計 49,669 56,157

 資産合計 163,332 167,677
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 8,425 7,884

  電子記録債務 144 ※1  94

  短期借入金 3,850 3,850

  未払法人税等 2,292 2,117

  引当金   

   賞与引当金 1,046 486

   その他の引当金 386 －

  その他 5,130 ※1  7,640

  流動負債合計 21,276 22,073

 固定負債   

  株式給付引当金 73 66

  退職給付に係る負債 5,376 5,257

  その他 348 586

  固定負債合計 5,798 5,911

 負債合計 27,074 27,984

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 23,853 23,853

  資本剰余金 11,406 11,406

  利益剰余金 122,462 127,044

  自己株式 △26,304 △28,713

  株主資本合計 131,418 133,590

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,739 5,364

  退職給付に係る調整累計額 99 158

  その他の包括利益累計額合計 4,839 5,523

 非支配株主持分 － 578

 純資産合計 136,257 139,692

負債純資産合計 163,332 167,677
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 57,082 57,708

売上原価 25,280 25,689

売上総利益 31,802 32,019

販売費及び一般管理費   

 給料 4,434 4,287

 賞与及び賞与引当金繰入額 1,026 966

 退職給付費用 443 281

 研究開発費 4,862 6,035

 その他 6,086 6,559

 販売費及び一般管理費合計 16,853 18,129

営業利益 14,949 13,889

営業外収益   

 受取利息 6 5

 受取配当金 382 387

 その他 49 84

 営業外収益合計 439 477

営業外費用   

 支払利息 12 12

 為替差損 9 20

 その他 18 11

 営業外費用合計 40 44

経常利益 15,347 14,322

特別利益   

 固定資産売却益 379 195

 特別利益合計 379 195

特別損失   

 固定資産除却損 38 60

 その他 5 －

 特別損失合計 44 60

税金等調整前四半期純利益 15,682 14,457

法人税等 4,748 4,211

四半期純利益 10,934 10,246

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,934 10,246
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 10,934 10,246

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,160 624

 退職給付に係る調整額 162 59

 その他の包括利益合計 1,322 684

四半期包括利益 12,256 10,930

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 12,256 10,930
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

(連結の範囲の重要な変更)

　2021年12月13日付でARTham Therapeutics株式会社の株式を新たに取得し、連結子会社となりましたので、同社を

連結の範囲に含めております。

　なお、みなし取得日を2021年12月31日とし、同社の貸借対照表のみを四半期連結財務諸表に含めて作成しておりま

す。
 

 

(会計方針の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

(収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、医薬品事業におけ

る知的財産権の譲渡収入、技術導出契約に基づく契約一時金及びマイルストン収入について、履行義務が充足される

時点で収益を認識しております。また、顧客への販売における当社グループが代理人に該当する取引について、売上

高を受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で認識する方法に変更を行っております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の

販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、

出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は783百万円、売上原価は846百万円それぞれ減少しておりますが、

営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金期首残高に与

える影響も軽微であります。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、ま

た、流動負債に「その他の引当金」と表示していた「売上割戻引当金」及び「返品調整引当金」は、返金負債として

流動負債の「その他」に含めて表示しております。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従っ

て、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する

会計基準」(企業会計基準第12号　2020年３月31日)第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結

累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
(時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会

計基準第10号　2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

 前連結会計年度の有価証券報告書に記載した(追加情報)(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り)に

ついて、当第３四半期連結累計期間において重要な変更はありません。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理して

おります。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形及

び電子記録債務が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形 ― 31百万円

電子記録債務 ― 17

流動負債「その他」   

 (設備関係支払手形) ― 13

 (営業外電子記録債務) ― 507
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 1,714百万円 1,855百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,921 75.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

2020年11月５日
取締役会

普通株式 2,890 75.00 2020年９月30日 2020年11月30日 利益剰余金
 

(注) １　2020年６月26日開催の定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金3百万円が含まれてお

ります。

２　2020年11月５日開催の取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)の信託財産として、株

式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

３　資産管理サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社及び日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社と合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、2020年５月22日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を600,000

株、2,938百万円取得いたしました。

なお、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は7,621,015株、26,303百万円となっております。

 
当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,876 75.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年11月４日
取締役会

普通株式 2,839 75.00 2021年９月30日 2021年11月30日 利益剰余金
 

(注) １　2021年６月29日開催の定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれておりま

す。

２　2021年11月４日開催の取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)の信託財産として、株

式会社日本カストディ銀行(信託E口)が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、2021年５月７日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を500,000

株、2,410百万円取得いたしました。

なお、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は8,121,218株、28,713百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

 報告セグメント
調整額
（百万円）

四半期連結損益
計算書計上額
（百万円）

薬業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計
（百万円）

　売上高
     

 　外部顧客への売上高 55,310 1,772 57,082 ― 57,082

 　セグメント間の内部売上高

 　又は振替高
― ― ― ― ―

計 55,310 1,772 57,082 ― 57,082

　セグメント利益(営業利益) 13,899 1,049 14,949 ― 14,949
 

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 報告セグメント
調整額
（百万円）

四半期連結損益
計算書計上額
（百万円）

薬業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計
（百万円）

　売上高      

　　商品及び製品の販売 54,882 ― 54,882 ― 54,882

　　製品の販売等に関する
　　ライセンス契約

1,024 ― 1,024 ― 1,024

　　顧客との契約から生じる
　　収益

55,906 ― 55,906 ― 55,906

　　その他の収益 ― 1,802 1,802 ― 1,802

 　外部顧客への売上高 55,906 1,802 57,708 ― 57,708

 　セグメント間の内部売上高

 　又は振替高
― ― ― ― ―

計 55,906 1,802 57,708 ― 57,708

　セグメント利益(営業利益) 12,891 998 13,889 ― 13,889
 

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

(子会社の取得による資産の著しい増加)

当第３四半期連結会計期間において、株式を取得し、連結子会社となったことによりARTham Therapeutics株式会

社を連結の範囲に含めております。

これにより、当第３四半期連結会計期間末の「薬業」における資産は、前連結会計年度末に比べ、6,207百万円増

加しております。
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３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結会計期間において、株式を取得し、連結子会社となったことによりARTham Therapeutics株式会

社を連結の範囲に含めております。

　これにより、「薬業」においてのれんが5,388百万円発生しております。

　なお、のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

 
４　報告セグメントの変更等に関する事項

「注記事項　(会計方針の変更)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適

用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益の測定方法を同様に変更しておりま

す。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「薬業」の売上高は783百万円減少しており

ますが、セグメント利益(営業利益)に与える影響は軽微であります。

 
(企業結合等関係)

　取得による企業結合

１　企業結合の概要

(1)　被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称   ARTham Therapeutics株式会社(以下「ARTham社」という。)

 事業の内容         医薬品の研究開発

(2) 企業結合を行った主な理由

 ARTham社は、「未だ十分な治療法が確立されていない疾患を有する患者さんへ真に有効な治療薬“Medicines

that matter”を届け、患者さんとそのご家族の幸せに貢献すること。」をミッションとする創薬バイオベン

チャーであり、形成外科領域の開発品ART-001(対象疾患：難治性脈管奇形)及び皮膚科領域の開発品ART-648(同：

水疱性類天疱瘡)を有しております。本件買収の後には、当社はARTham社と協力し、進行中のART-001及びART-648

の第２相臨床試験の成功に向け開発を進めてまいります。これらの試験が成功した際には、当社が日米欧での承

認取得に向けた第３相臨床試験をはじめとする研究開発活動を引き継ぎ、グローバル展開を目指してまいりま

す。

 また当社は、本件買収により、開発パイプラインの強化に加え、ARTham社の有するドラッグリポジショニング

に関わる技術と経験を当社が保有する既存化合物に適用する等のシナジー効果を実現し、当社の研究開発能力の

更なる向上を図ってまいります。

(3) 企業結合日

 2021年12月13日(みなし取得日　2021年12月31日)

(4) 企業結合の法的形式

 現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

 変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

 100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

 当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 
２　四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当第３四半期連結会計期間は、貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含んでおりません。

 
３　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 5,499百万円

取得原価  5,499
 

当該取得の対価に加え、開発の達成状況等に応じて条件付取得対価(アーンアウト対価)が発生する場合がありま

す。
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４　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)　発生したのれんの金額

　5,388百万円

　なお、当第３四半期連結会計期間末においては、取得原価の配分が完了していないため、のれんの金額は暫定

的に算定された金額であります。

(2)　発生原因

 株式取得時の純資産が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3)　償却方法及び償却期間

 効果の発現する期間において、均等償却する予定であります。なお、償却期間については、取得原価の配分の

結果を踏まえて決定いたします。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項　(セグメント情報等)」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 282円69銭 269円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 10,934 10,246

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

10,934 10,246

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,678 38,031
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は、株式給付信託(BBT)を導入しております。株主資本において自己株式として計上している信託が保

有する当社株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累計期間

40,099株、当第３四半期連結累計期間38,867株であります。

 
２ 【その他】

第102期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)中間配当について、2021年11月４日開催の取締役会において、

2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行っておりま

す。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 　2,839百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　75円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2021年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
2022年２月10日

科研製薬株式会社

取締役会  御中

 

アーク有限責任監査法人
 

東京オフィス
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 二 階 堂　　博　　文  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　　浦　　大　　樹  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている科研製薬株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月1日から2021年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、科研製薬株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書
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において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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